
 

１７．保険会社およびその子会社等の状況 
 

（１）主要な業務の状況を示す指標 

                                    （単位：億円） 

 
項  目 

 
平成２３年度 

 

 
平成２４年度 

 

経 常 収 益 ６１，１６２ ４７，２８７ 

経 常 利 益 ３，７４０ ４，００３ 

当 期 純 剰 余 １，７２７ ２，３６７ 

包 括 利 益 ４，９７１ １０，６７０ 

 

 
項  目 

 
平成２３年度末 

 
平成２４年度末 

総 資 産 ２９７，２７７ ３３０，８０６ 

ソルベンシー・マージン比率 ７７７．８％ ９６２．６％ 

 

 

（２）連結範囲および持分法の適用に関する事項 

連結される子会社および子法人等数             ５社 

持分法適用の非連結子会社および子法人等数   ０社 

持分法適用の関連法人等数           １１社 

期中における重要な子会社等の異動について 

  PT Avrist Assurance、TU Europa S.A.、TUiR Warta S.A.等、 合計１０社を 

 新たに持分法適用会社としております。 
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（３）連結貸借対照表

(単位：百万円)

平成２３年度末 平成２４年度末 平成２３年度末 平成２４年度末
（平成24年3月31日現在） （平成25年3月31日現在） （平成24年3月31日現在） （平成25年3月31日現在）

金　　額 金　　額 金　　額 金　　額

271,989 253,299 26,928,557 28,254,829

307,000 369,000 支 払 備 金 119,902 116,136

269,101 265,252 責 任 準 備 金 26,512,400 27,858,167

22,187,931 25,611,969 社 員 配 当 準 備 金 296,253 280,524

4,981,415 5,213,965 9 16

981,948 977,682 1,196 1,399

土 地 632,052 637,711 750,763 1,451,428

建 物 344,666 333,154 736 757

建 設 仮 勘 定 1,071 2,352 545 393

その他の有形固定資産 4,158 4,463 3,115 2,563

52,475 57,439 251,328 364,297

ソ フ ト ウ ェ ア 33,941 29,275 ―― 176,780

その他の無形固定資産 18,533 28,163 88,539 94,555

1,577 1,628 24,315 22,958

1,366 1,400 28,049,107 30,369,979

512,163 313,838

147,144 1,718 110,000 210,000

24,315 22,958 410,000 410,000

△10,666 △9,529 452 452

基 金 償 却 積 立 金支 払 承 諾 見 返

再 評 価 積 立 金貸 倒 引 当 金

（純　資　産  の  部）そ の 他 資 産

基 金繰 延 税 金 資 産

支 払 承 諾代 理 店 貸

負 債 の 部 合 計再 保 険 貸

無 形 固 定 資 産 価 格 変 動 準 備 金

再評価に係る繰延税金負債

繰 延 税 金 負 債

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

偶 発 損 失 引 当 金

有 形 固 定 資 産 再 保 険 借

そ の 他 負 債

買 入 金 銭 債 権

有 価 証 券

貸 付 金 代 理 店 借

現 金 及 び 預 貯 金 保 険 契 約 準 備 金

コ ー ル ロ ー ン

科　　　　目 科　　　　目

（ 資  産  の  部） （負　債　の　部）

255,484 344,913

775,936 965,365

827,866 1,641,055

△1,524 3,815

95,096 107,619

△22,393 △10,707

899,044 1,741,784

3,674 3,495

1,678,655 2,710,645

29,727,763 33,080,624 29,727,763 33,080,624資 産 の 部 合 計 負債及び純資産の部合計

為 替 換 算 調 整 勘 定

その他の包括利益累計額合計

少 数 株 主 持 分

純 資 産 の 部 合 計

その他有価証券評価差額金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

土 地 再 評 価 差 額 金

連 結 剰 余 金

基 金 等 合 計
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（４）連結損益計算書及び連結包括利益計算書（４）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

(単位 )
（連結損益計算書）

(単位：百万円)
　　（連結損益計算書）

(単位 百万円)

平成２３年度 平成２４年度平成２３年度 平成２４年度

（平成24年4月1日から平成25年3月31日まで）科 目 （平成23年4月1日から平成24年3月31日まで） （平成24年4月1日から平成25年3月31日まで）科　　　　　　　　目 （平成23年4月1日から平成24年3月31日まで）

金 額 金 額

6 116 284 4 728 735

金　　　　額 金　　　　額

経 常 収 益 6,116,284 4,728,735経 常 収 益

5,203,236 3,679,866保 険 料 等 収 入 5,203,236 3,679,866

699 505 864 501資 産 運 用 収 益

保 険 料 等 収 入

699,505 864,501

利 息 当 金 等 収

資 産 運 用 収 益

利 息 及 び 配 当 金 等 収 入 580,911 623,353利 及 配 当 等 収 , ,

金 銭 の 信 託 運 用 益 0 0金 銭 の 信 託 運 用 益 0 0

有 価 証 券 売 却 益 15 612 151 467有 価 証 券 売 却 益 15,612 151,467

有 価 証 券 償 還 益 21 5,358有 価 証 券 償 還 益 21 5,358

金 融 派 生 商 品 収 益 72 353金 融 派 生 商 品 収 益 72,353 ――

為 替 差 益 ―― 746為 替 差 益 746

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 5 304 489貸 倒 引 当 金 戻 入 額 5,304 489

他 益そ の 他 運 用 収 益 3,373 134他 運 用 収 ,

特 別 勘 定 資 産 運 用 益 21 926 82 950特 別 勘 定 資 産 運 用 益 21,926 82,950

213 543 184 367そ の 他 経 常 収 益 213,543 184,367そ の 他 経 常 収 益

5,742,212 4,328,351経 常 費 用 5,742,212 4,328,351

2 288 346 2 300 604

経 常 費 用

保 険 金 等 支 払 金 2,288,346 2,300,604保 険 金 等 支 払 金

保 険 金 707,509 806,186保 険 金 707,509 806,186

年 金 481 200 529 345年 金 481,200 529,345

付 金給 付 金 467,911 474,940給 付 , ,

解 約 返 戻 金 448 417 408 472解 約 返 戻 金 448,417 408,472

そ の 他 返 戻 金 等 183 307 81 659そ の 他 返 戻 金 等 183,307 81,659

2,702,221 1,343,254責 任 準 備 金 等 繰 入 額 2,702,221 1,343,254

責 任 準 備 金 繰 入 額 2 701 675 1 342 731

責 任 準 備 金 等 繰 入 額

責 任 準 備 金 繰 入 額 2,701,675 1,342,731

社 員 配 当 金 積 立 利 息 繰 入 額 546 522社 員 配 当 金 積 利 息 繰 入 額

111 965 108 448資 産 運 用 費 用 111,965 108,448

支 払 利 息

資 産 運 用 費 用

支 払 利 息 3,262 2,939

売 買 目 的 有 価 証 券 運 用 損 0 ――売 買 目 的 有 価 証 券 運 用 損 0

有 価 証 券 売 却 損 66 945 16 204有 価 証 券 売 却 損 66,945 16,204

有 価 証 券 評 価 損 18,428 28,411有 価 証 券 評 価 損 18,428 28,411

有 価 証 券 償 還 損 2 072 6 126有 価 証 券 償 還 損 2,072 6,126

金 融 派 生 商 品 費 用 ―― 34,261金 融 派 生 商 品 費 用 ,

為 替 差 損 447 ――為 替 差 損 447 ――

賃 貸 用 不 動 産 等 減 価 償 却 費賃 貸 用 不 動 産 等 減 価 償 却 費 10,283 10,077

そ の 他 運 用 費 用 10 523 10 426そ の 他 運 用 費 用 10,523 10,426

411 677 364 907事 業 費 411,677 364,907事 業 費

228,002 211,136そ の 他 経 常 費 用 228,002 211,136

374 071 400 384経 常 利 益

そ の 他 経 常 費 用

374,071 400,384経 常 利 益

955 9,874特 別 利 益 955 9,874

950 9 783

特 別 利 益

固 定 資 産 等 処 分 益 950 9,783

90偶 発 損 失 引 当 金 戻 入 額

固 定 資 産 等 処 分 益

―― 90偶 発 損 失 引 当 金 戻 入 額

5 ――そ の 他 特 別 利 益 5

47 267 123 305特 別 損 失

そ の 他 特 別 利 益

47,267 123,305特 別 損 失

11,461 5,995固 定 資 産 等 処 分 損 11,461 5,995

25 435 3 539減 損 損 失

固 定 資 産 等 処 分 損

25,435 3,539減 損 損 失

偶 発 損 失 引 当 金 繰 入 額 1 ――偶 発 損 失 引 当 金 繰 入 額

8 650 112 944

偶 繰

価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額 8,650 112,944

474 83

価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額

不 動 産 圧 縮 損 474 83不 動 産 圧 縮 損

553 552社 会 厚 生 事 業 増 進 助 成 金 553 552

691 189そ の 他 特 別 損 失

社 会 厚 生 事 業 増 進 助 成 金

691 189そ の 他 特 別 損 失

327,760 286,952税 金 等 調 整 前 当 期 純 剰 余 327,760 286,952

38 653 85 716

税 金 等 調 整 前 当 期 純 剰 余

法 人 税 及 び 住 民 税 等 38,653 85,716

117 653 △35 531法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 及 び 住 民 税 等

117,653 △35,531法 人 税 等 調 整 額

156,307 50,185法 人 税 等 合 計 156,307 50,185

171 453 236 767

法 人 税 等 合 計

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 剰 余 171,453 236,767少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 剰 余

△1,288 57少 数 株 主 利 益 （ △ は 少 数 株 主 損 失 ） △1,288 57

172 741 236 709

少 数 株 主 利 益 （ は 少 数 株 主 損 失 ）

当 期 純 剰 余 172,741 236,709当 期 純 剰 余
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（単位：百万円）

平成２３年度 平成２４年度
（平成23年4月1日から平成24年3月31日まで） （平成24年4月1日から平成25年3月31日まで）

金　  　　　　　　額 金　  　　　　　　額

171,453　 236,767　

325,685　 830,243　

299,190　 812,217　

3,689　 5,340　

24,136　 25　

△1,331　 3,259　

－　 9,400　

497,138　 1,067,010　

498,427　 1,066,951　

△1,288　 58　

（連結包括利益計算書）

土 地 再 評 価 差 額 金

科　　　　　　　　　目

為 替 換 算 調 整 勘 定

持 分 法 適 用 会 社 に 対 す る 持 分 相 当 額

包 括 利 益

親 会 社 に 係 る 包 括 利 益

少 数 株 主 に 係 る 包 括 利 益

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 剰 余

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

そ の 他 の 包 括 利 益

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益
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（５）連結キャッシュ・フロー計算書
（単位：百万円）

平成２３年度 平成２４年度

（平成23年4月1日から平成24年3月31日まで） （平成24年4月1日から平成25年3月31日まで）

金　　　　額 金　　　　額

営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純剰余（△は損失） 327,760　 286,952　
賃貸用不動産等減価償却費 10,283　 10,077　
減価償却費 22,064　 22,152　
減損損失 25 435 3 539

科　　　　　目

減損損失 25,435 3,539
支払備金の増減額（△は減少） △39,347　 △3,829　
責任準備金の増減額（△は減少） 2,701,960　 1,342,731　
社員配当準備金積立利息繰入額 546　 522　
貸倒引当金の増減額（△は減少） △6,060　 △1,136　
退職給付引当金の増減額（△は減少） 24　 14　
役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △105　 △151　
偶発損失引当金の増減額（△は減少） △476　 △552　
価格変動準備金の増減額（△は減少） 8,650　 112,944　
利息及び配当金等収入 △580,911　 △623,353　
有価証券関係損益（△は益） 28,574　 △417,378　
支払利息 3,262 2,939支払利息 3,262 2,939
為替差損益（△は益） 142　 △40　
有形固定資産関係損益（△は益） 10,593　 △3,330　
持分法による投資損益（△は益） 88　 △265　
代理店貸の増減額（△は増加） 158　 △50　
再保険貸の増減額（△は増加） △126　 △31　
その他資産(除く投資活動関連、財務活動関連)の増減額（△は増加） △26,673　 △7,595　
代理店借の増減額（△は減少） △6　 5　
再保険借の増減額（△は減少） △260　 202　
その他負債(除く投資活動関連、財務活動関連)の増減額（△は減少） 7,083　 111,277　
その他 1,264　 818　

　小　　　　　　　計 2,493,926　 836,464　

利息及び配当金等の受取額 584,690　 647,767　
利息の支払額 △3,289　 △2,942　
社員配当金の支払額 △140,717　 △149,773　
法人税等の支払額 △25,593　 △49,224　

　営業活動によるキャッシュ・フロー 2,909,016　 1,282,291　

投資活動によるキャッシュ・フロー
預貯金の純増減額（△は増加） 430　 △15,260　
買入金銭債権の取得による支出 △16,400　 △17,500　
買入金銭債権の売却･償還による収入 57,814　 22,448　
有価証券の取得による支出 △5,715,851　 △7,031,196　得
有価証券の売却･償還による収入 3,034,631　 5,375,840　
貸付けによる支出 △1,566,250　 △1,500,001　
貸付金の回収による収入 1,646,476　 1,268,374　
債券貸借取引受入担保金等の増減額（△は減少） △297,727　 575,750　
　　　　　　　　　　　　資産運用活動計 △2,856,877　 △1,321,543　
　　　　　　　　（営業活動及び資産運用活動計） (52,139) (△39,252) 

有形固定資産の取得による支出 △22,558　 △37,862　
有形固定資産の売却による収入 8,018　 24,845　
無形固定資産の取得による支出 △10,898　 △18,088　
その他 △1,801　 △1,443　

投資活動によるキャッシュ・フロー △2 884 116 △1 354 092　投資活動によるキャッシュ・フロー △2,884,116 △1,354,092

財務活動によるキャッシュ・フロー
借入れによる収入 425　 －　
借入金の返済による支出 △373　 △11　
基金の募集による収入 50,000　 100,000　
基金利息の支払額 △774　 △1,316　
その他 △237　 △237　

　財務活動によるキャッシュ・フロー 49,040　 98,434　

現金及び現金同等物に係る換算差額 △572　 1,503　

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 73,368　 28,135　現金及び現金同等物の増減額（ は減少） , ,

現金及び現金同等物期首残高 499,878　 573,247　

現金及び現金同等物期末残高 573,247　 601,382　

－ 本資料 47 － 明治安田生命保険相互会社



(６) 連結基金等変動計算書

（単位：百万円）

平成２３年度 平成２４年度
（平成23年4月1日から
平成24年3月31日まで）

（平成24年4月1日から
平成25年3月31日まで）

金　　　　額 金　　　　額

基金等

科　　　　　目

　　基金

　　　　当期首残高 60,000 110,000

　　　　当期変動額

　　　　　　基金の募集 50,000 100,000

　　　　　　当期変動額合計 50,000 100,000

　　　　当期末残高 110,000 210,000

　　基金償却積立金

　　　　当期首残高 410,000 410,000

　　　　当期変動額

　　　　　　当期変動額合計 ― ― 

　　　　当期末残高 410,000 410,000

　　再評価積立金

当期首残高　　　　当期首残高 452 452

　　　　当期変動額

　　　　　　当期変動額合計 ― ― 

　　　　当期末残高 452 452

　　連結剰余金

　　　　当期首残高 200,018 255,484

当期変動額　　　　当期変動額

　　　　　　社員配当準備金の積立 △ 118,365 △ 133,466

　　　　　　基金利息の支払 △ 774 △ 1,316

　　　　　　当期純剰余 172,741 236,709

　　　　　　土地再評価差額金の取崩 1,864 △ 12,497

　　　　　　当期変動額合計 55,465 89,428

当期末残高 255 484 344 913　　　　当期末残高 255,484 344,913

　　基金等合計

　　　　当期首残高 670,471 775,936

　　　　当期変動額

　　　　　　基金の募集 50,000 100,000

　　　　　　社員配当準備金の積立 △ 118,365 △ 133,466

基金利息の支払 △ 774 △ 1 316　　　　　　基金利息の支払 △ 774 △ 1,316

　　　　　　当期純剰余 172,741 236,709

　　　　　　土地再評価差額金の取崩 1,864 △ 12,497

　　　　　　当期変動額合計 105,465 189,428

　　　　当期末残高 775,936 965,365
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（単位：百万円）

平成２３年度 平成２４年度
（平成23年4月1日から
平成24年3月31日まで）

（平成24年4月1日から
平成25年3月31日まで）

金　　　　額 金　　　　額

科　　　　　目

その他の包括利益累計額

　　その他有価証券評価差額金

　　　　当期首残高 528,675 827,866

　　　　当期変動額

　　　　　　基金等以外の項目の当期変動額（純額） 299,190 813,189

　　　　　　当期変動額合計 299,190 813,189

　　　　当期末残高 827,866 1,641,055

　　繰延ヘッジ損益

　　　　当期首残高 △ 5,213 △ 1,524

　　　　当期変動額

　　　　　　基金等以外の項目の当期変動額（純額） 3,689 5,340

　　　　　　当期変動額合計 3,689 5,340

　　　　当期末残高 △ 1,524 3,815

　　土地再評価差額金

　　　　当期首残高 72,823 95,096

　　　　当期変動額

　　　　　　基金等以外の項目の当期変動額（純額） 22,272 12,523

　　　　　　当期変動額合計 22,272 12,523

　　　　当期末残高 95,096 107,619

　　為替換算調整勘定

　　　　当期首残高 △ 21,061 △ 22,393

　　　　当期変動額

　　　　　　基金等以外の項目の当期変動額（純額） △ 1,331 11,685

　　　　　　当期変動額合計 △ 1,331 11,685

　　　　当期末残高 △ 22,393 △ 10,707

　　その他の包括利益累計額合計

　　　　当期首残高 575,223 899,044

　　　　当期変動額

　　　　　　基金等以外の項目の当期変動額（純額） 323,821 842,739

　　　　　　当期変動額合計 323,821 842,739

　　　　当期末残高 899,044 1,741,784

少数株主持分

　　当期首残高 5,200 3,674

　　当期変動額

　　　　基金等以外の項目の当期変動額（純額） △ 1,526 △ 179

　　　　当期変動額合計 △ 1,526 △ 179

　　当期末残高 3,674 3,495
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（単位：百万円）

平成２３年度 平成２４年度
（平成23年4月1日から
平成24年3月31日まで）

（平成24年4月1日から
平成25年3月31日まで）

金　　　　額 金　　　　額

科　　　　　目

純資産合計

　　当期首残高 1,250,894 1,678,655

　　当期変動額

　　　　基金の募集 50,000 100,000

　　　　社員配当準備金の積立 △ 118,365 △ 133,466

　　　　基金利息の支払 △ 774 △ 1,316

　　　　当期純剰余 172,741 236,709

　　　　土地再評価差額金の取崩 1,864 △ 12,497

　　　　基金等以外の項目の当期変動額（純額） 322,295 842,560

　　　　当期変動額合計 427,761 1,031,989

　　当期末残高 1,678,655 2,710,645
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注記事項 

（連結財務諸表の作成方針） 

平成２４年度 

（平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日まで） 

１． 連結の範囲に関する事項 

連結される子会社および子法人等数 ５社 

連結される子会社および子法人等は、明治安田損害保険株式会社、明治安田アセットマネジメント

株式会社、明治安田システム・テクノロジー株式会社、Pacific Guardian Life Insurance Company, 

Limited、Meiji Yasuda Realty USA Incorporated であります。 

主要な非連結の子会社および子法人等は、明治安田ライフプランセンター株式会社であります。 

非連結の子会社および子法人等は、総資産、売上高、当期損益および（利益）剰余金の観点からみ

て、いずれもそれぞれ小規模であり、当企業集団の財政状態と経営成績に関する合理的な判断を妨げ

ない程度に重要性が乏しいため、連結の範囲から除いております。 

２． 持分法の適用に関する事項 

（１）持分法適用の非連結の子会社および子法人等数 ０社 

（２）持分法適用の関連法人等数 １１社 

主要な持分法適用の関連法人等は Founder Meiji Yasuda Life Insurance Co., Ltd.、PT Avrist 

Assurance、TU Europa S.A.、TUiR Warta S.A.であります。 

PT Avrist Assurance は株式を追加取得したことにより、また、TU Europa S.A.および TUiR Warta S.A.

は新たに株式を取得したことにより、当連結会計年度より持分法適用会社としております。 

なお、PT Avrist Assurance の子会社２社、TU Europa S.A.の子会社４社および TUiR Warta S.A.の

子会社１社についても、当連結会計年度より持分法適用会社としております。 

（３）持分法を適用していない非連結の子会社および子法人等（明治安田ライフプランセンター株式会社ほ

か）ならびに関連法人等については、それぞれ連結損益および連結剰余金に及ぼす影響が軽微であり、

かつ全体としても重要性がないため、持分法を適用しておりません。 

３． 連結される子会社および子法人等の事業年度等に関する事項 

   連結される子会社および子法人等のうち、在外子会社の決算日は１２月３１日であります。連結財務

諸表の作成にあたっては、同日現在の決算財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引に

ついては、連結上必要な調整を行っております。 

４． のれんの償却に関する事項 

のれんおよびのれん相当額は、定額法により２０年間で償却しております。ただし、重要性が乏しい

ものについては、発生連結会計年度に全額償却しております。 
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注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

平成２４年度（平成２５年３月３１日現在） 

１． 親会社の保有する有価証券の評価基準および評価方法は次のとおりであります。 

有価証券（現金及び預貯金・買入金銭債権のうち有価証券に準じるものを含む）の評価は、売買目的有価証

券については３月末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価の算定は移動平均法）、満期保有目的の債券に

ついては移動平均法による償却原価法（定額法）、業種別監査委員会報告第２１号「保険業における「責任準備

金対応債券」に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（平成１２年１１月１６日 日本公認会計士協会）に基

づく責任準備金対応債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社株式及び関連会社株式

（保険業法第２条第１２項に規定する子会社および保険業法施行令第１３条の５の２第３項に規定する子法人等の

うち子会社を除いたものならびに同条第４項に規定する関連法人等が発行する株式をいう）については移動平均

法による原価法、その他有価証券で時価のあるもののうち株式については３月中の市場価格等の平均、それ以外

については３月末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価の算定は移動平均法）、時価を把握することが極め

て困難と認められるものについては取得差額が金利調整差額と認められる公社債（外国債券を含む）については

移動平均法による償却原価法（定額法）、それ以外の有価証券については移動平均法による原価法によっており

ます。なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

２． 親会社は、国内外の会計・規制動向や 近の運用環境等を踏まえ、当連結会計年度より、個人年金保険に設

定した小区分（保険種類・資産運用方針等により設定）に対応した債券のうち、負債に応じたデュレーションのコ

ントロールを図る目的で保有するものについて、業種別監査委員会報告第２１号「保険業における「責任準備金

対応債券」に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（平成１２年１１月１６日 日本公認会計士協会）に基づ

き、責任準備金対応債券に区分しております。 

３． デリバティブ取引の評価は時価法によっております。 

４． 親会社は、土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、事業用の土地の再

評価を行っております。なお、評価差額については、評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負

債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

再評価を行った年月日  平成１２年３月３１日 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布政令第１１９号）第２条第１号に定める「地価

公示法の規定により公示された価格」に奥行補正等の合理的な調整を行って算定 

なお、平成１６年１月１日付の合併により安田生命保険相互会社から承継した土地再評価差額金に係る再評価

の年月日および方法は次のとおりであります。 

再評価を行った年月日  平成１３年３月３１日 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布政令第１１９号）第２条第１号に定める「地価

公示法の規定により公示された価格」に奥行補正等の合理的な調整を行って算定したほか、第５号に定める

「鑑定評価」に基づいて算出 

５． 親会社の保有する有形固定資産の減価償却の方法は、定率法（ただし、建物については定額法）によっており

ます。 

６． 外貨建資産・負債（子会社株式及び関連会社株式は除く）は、決算日の為替相場により円換算しております。

なお、子会社株式及び関連会社株式は、取得時の為替相場により円換算しております。 

７． 親会社の貸倒引当金は、資産の自己査定基準および償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。破

産、民事再生等、法的・形式的な経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という）に対する債権お
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平成２４年度（平成２５年３月３１日現在） 

よび実質的に経営破綻に陥っている債務者（以下「実質破綻先」という）に対する債権については、下記直接減額

後の債権額から担保の回収可能見込額および保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しておりま

す。また、現状、経営破綻の状況にはないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に対する

債権については、債権額から担保の回収可能見込額および保証による回収可能見込額を控除し、その残額のう

ち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。上記以外の債権については、過去

の一定期間における貸倒実績等から算出した貸倒実績率を債権額に乗じた額を計上しております。 

   すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産

監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 

 なお、破綻先および実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額および保

証等による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、そ

の金額は１４０百万円であります。 

８． 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準

の設定に関する意見書」平成１０年６月１６日企業会計審議会）に基づき、当連結会計年度末において発生したと

認められる額を計上しております。 

９． 親会社の役員退職慰労引当金は、役員に対する退職慰労金の支給に備えるため、支給見込額のうち、当連結

会計年度末において発生したと認められる額を計上しております。 

なお、親会社は平成１９年度の報酬委員会において、平成２０年６月３０日をもって退職慰労金制度を廃止する

ことを決議し、制度廃止日以降在任役員に係る繰入を実施しておりません。 

１０．偶発損失引当金は、保険業法施行規則第２４条の４の規定に基づく引当金であり、主に、債権流動化に関し将

来発生する可能性のある損失を見積もり、必要と認められる額を計上しております。 

１１．親会社および国内保険連結子会社の価格変動準備金は、保険業法第１１５条の規定により算出した額を計上

しております。 

１２．親会社ならびに国内の連結される子会社および子法人等は、リース取引開始日が平成２０年３月３１日以前の

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。 

１３．ヘッジ会計の方法は、「金融商品に関する会計基準」（平成２０年３月１０日 企業会計基準委員会）に従い、主

に、貸付金および借入金に対するキャッシュ・フローのヘッジとして金利スワップの特例処理、外貨建債券に対す

る為替変動リスクのヘッジとして為替予約による時価ヘッジおよび通貨スワップによる繰延ヘッジを行っておりま

す。 

なお、平成２１年度より保険契約に係る金利変動リスクをヘッジする目的で金利スワップ取引を利用しており、業

種別監査委員会報告第２６号「保険業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」

（平成１４年９月３日 日本公認会計士協会）に基づき繰延ヘッジ処理を行っております。ヘッジ有効性の評価は、

ヘッジ対象とヘッジ手段双方の理論価格の算定に影響を与える金利の状況を検証することにより行っております。

１４．親会社の責任準備金は、保険業法第１１６条の規定に基づく準備金であり、保険料積立金については次の方

式により計算しています。 

（１）標準責任準備金の対象契約については、内閣総理大臣が定める方式（平成８年大蔵省告示第４８号） 

（２）標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式 

なお、責任準備金には、保険業法施行規則第６９条第５項の規定に基づき、平成８年４月１日以前に契約締結

した個人年金保険契約について、予定利率２.７５％を用いて保険料積立金を計算したことにより生じた差額を追

加して積み立てることとしたもの（平成１９年度から３年間にわたる積立てを完了。なお、年金開始する契約の年金

開始後部分は、平成２２年度以降も年金開始の都度積立て）が含まれております。 
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１５．親会社の消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、資産に係る控除対象

外消費税等のうち、税法に定める繰延消費税等については、前払費用に計上し５年間で均等償却し、繰延消費

税等以外のものについては、発生連結会計年度に費用処理しております。 

１６．無形固定資産に計上している自社利用のソフトウェアの減価償却の方法は、利用可能期間に基づく定額法に

より行っております。 

１７．平成２３年度の税制改正に伴い、当連結会計年度より、平成２４年４月１日以後に取得した有形固定資産につ

いては、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。なお、この変更が経常利益および税

金等調整前純剰余に与える影響は軽微であります。 

１８．当連結会計年度末までに公表されているものの、適用されていない主な会計基準等は以下のとおりでありま

す。 

「退職給付に関する会計基準」（平成２４年５月１７日 企業会計基準委員会）および「退職給付に関する会計

基準の適用指針」（平成２４年５月１７日 企業会計基準委員会）が公表され、未認識数理計算上の差異および未

認識過去勤務費用の処理方法、退職給付債務および勤務費用の計算方法ならびに開示の拡充を中心に改正さ

れており、当社では、平成２５年度末から適用予定であります。ただし、退職給付債務および勤務費用の計算方

法等の改正については、平成２６年度から適用予定であります。なお、当会計基準等の適用による影響は、現在

評価中であります。 

１９．当連結会計年度における金融商品の状況に関する事項および金融商品の時価等に関する事項は、次のとおり

であります。 

（１）金融商品の状況に関する事項 

親会社の保険業法第１１８条第１項に規定する特別勘定以外の勘定である一般勘定の資産運用は、経済

価値で評価した資産と負債の差額であるサープラスを健全性指標の一つとして捉え、サープラスの変動性（リ

スク）に着目するサープラス・マネジメント型ＡＬＭによっております。 

親会社は、この方針に基づき、具体的な金融資産として、主に有価証券および貸付金に投資しておりま

す。有価証券は、主として債券、株式、投資信託および組合出資金等で保有しており、貸付金は、主に国内

の取引先に対する貸付であります。 

また、デリバティブについては、運用資産または保険負債のリスクに対する主要なヘッジ手段と位置付けて

おり、原則として、ヘッジ目的に利用を限定しております。ヘッジ会計の方法は、「金融商品に関する会計基

準」（平成２０年３月１０日 企業会計基準委員会）に従い、主に、貸付金に対するキャッシュ・フローのヘッジ

として金利スワップの特例処理、外貨建債券に対する為替変動リスクのヘッジとして為替予約による時価ヘッ

ジおよび通貨スワップによる繰延ヘッジ、金利スワップによる保険負債の金利リスクヘッジを行っております。 

なお、有価証券は市場リスク(金利の変動リスク、為替の変動リスクおよび価格変動リスク等)および信用リス

ク、貸付金は信用リスクおよび金利の変動リスク、デリバティブ取引は市場リスクおよび信用リスクに晒されて

おります。 

借入金は、変動金利の借入を行っており、金利の変動リスクに晒されております。 

親会社では、金利の変動リスクの管理に関しては、サープラス・マネジメントの観点から、超長期債購入に

よる持続的・安定的な資産デュレーションの長期化および金利スワップによる保険負債の金利リスクヘッジ等

により、負債も含めた経済価値ベースの変動リスクを管理しております。為替の変動リスクの管理に関しては、

リスク水準の適切なコントロールのため必要に応じ為替予約等を利用し、為替リスクのヘッジを行っておりま

す。価格変動リスクを含めた市場リスクの管理に関しては、有価証券やデリバティブ取引について残高および

損益状況を一元的に管理しているほか、適宜、限度枠を設定することで損失を一定範囲に収める仕組みを

導入しております。 
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さらに、親会社では、ＶａＲ手法による 大予想損失額の測定に加えて、通常の予測を超えた急激な市場

変動が発生する事態も想定して、ストレステストを定期的に行っております。また、これらの損益状況やルール

の遵守状況は、資産運用リスク管理部署が監視し、資産運用リスク管理分科委員会に定期的に（緊急時は

遅滞なく）報告を行うほか、重要なものは取締役会等に報告しております。 

信用リスクの管理にあたっては、個別取引ごとに、リスクを慎重に見極め、安全性が高いと判断される対象

に限定して運用を行っております。なお、信用リスク判断が特に重要な企業向け貸付については、審査管理

部署において、厳正な審査体制の確保、信用供与先に対するモニタリング、企業審査手法を活用した社内

信用格付制度を実施するとともに、重要度の高い案件については、資産運用会議（経営会議）等で慎重に

検討のうえ決裁する体制となっております。また、リスクが特定企業・グループ等に集中することのないよう信

用度に応じた与信枠を設定し、管理を行う等運用先の分散を図っております。 

デリバティブ取引に関しては、利用方針等を規定化するとともに、取引種類別の残高制限および取引先ご

との与信枠を設定するなどしてリスクを抑制するとともに、取引を執行する部署と事務管理部署を分離し、内

部牽制が働く組織体制をとり、適切なリスク管理を行っております。 

親会社ならびに子会社および子法人等では、金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場

価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前

提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

当連結会計年度末における主な金融資産および金融負債に係る連結貸借対照表計上額、時価およびこ

れらの差額については、次のとおりであります。 

(単位:百万円) 

 連結貸借対照表

計上額 

時価 差額 

現金及び預貯金 253,299 253,299 - 

  その他有価証券(譲渡性預金) 22,999 22,999 - 

買入金銭債権 240,513 255,908 15,394 

  満期保有目的の債券 208,727 224,121 15,394 

  その他有価証券 31,786 31,786 - 

有価証券 24,728,733 25,425,103 696,369 

  売買目的有価証券 730,472 730,472 - 

  満期保有目的の債券 5,863,785 6,410,756 546,970 

責任準備金対応債券 2,415,504 2,564,903 149,399 

  その他有価証券 15,718,970 15,718,970 - 

貸付金 5,213,965 5,411,353 197,387 

保険約款貸付 320,048 320,048 - 

一般貸付 4,893,916 5,091,304 197,387 

貸倒引当金(*1) △7,153 - - 

 5,206,811 5,411,353 204,541 

債券貸借取引受入担保金 946,281 946,281 - 

借入金 100,206 100,206 - 

金融派生商品(*2) (93,355) (93,355) - 

 ヘッジ会計が適用されていないもの 2,150 2,150 - 

 ヘッジ会計が適用されているもの (95,505) (95,505) - 

(*1)貸付金に対応する一般貸倒引当金および個別貸倒引当金を控除しております。 

(*2)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については、
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（ ）で示しております。 

（注１）金融商品の時価の算定方法 

・資産 

① 現金及び預貯金 

約定期間が短期であることから、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるため、当該帳簿価額を

時価としております。「金融商品に関する会計基準」（平成２０年３月１０日 企業会計基準委員会）に基づく

有価証券として取り扱うものについては、③有価証券と同様に評価しております。 

② 買入金銭債権 

買入金銭債権のうち「金融商品に関する会計基準」（平成２０年３月１０日 企業会計基準委員会）に基づ

く有価証券として取り扱うものについては、③有価証券と同様に評価しており、主に、取引相手先から入手し

た、将来キャッシュ・フローを現在価値に割り引く方法により算定された価額を時価としております。 

なお、一部の劣後信託受益権については、将来キャッシュ・フローの算定が難しいなど時価を把握すること

が極めて困難と認められるため時価開示の対象とはしておらず、買入金銭債権に含めておりません。当該信

託受益権の当連結会計年度末における連結貸借対照表価額は、２４，７３９百万円であります。 

③ 有価証券 

その他有価証券のうち市場価格のある国内株式については、３月中の市場価格の平均等によっておりま

す。上記以外の有価証券については３月末日の市場価格等によっております。 

なお、市場価格がない非上場株式等については、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時

価開示の対象とはしておらず、有価証券に含めておりません。当該非上場株式等の当連結会計年度末にお

ける連結貸借対照表価額は、８８３，２３６百万円であります。また、当連結会計年度において、非上場株式等

について５１４百万円減損処理を行っております。 

④ 貸付金 

保険約款貸付は、当該貸付を解約返戻金の範囲内に限るなどの特性により返済期限を設けておらず、返

済見込期間および金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるため、当該帳簿価額を

時価としております。 

一般貸付の時価については、主に、将来キャッシュ・フローを現在価値に割り引いた価格によっておりま

す。なお、破綻先、実質破綻先および破綻懸念先に対する貸付金については、直接減額前の帳簿価額から

貸倒見積高を控除した額を時価としております。 

・負債 

① 債券貸借取引受入担保金 

約定期間が短期であることから、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるため、当該帳簿価額を

時価としております。 

② 借入金 

借入金は、変動金利によるものであり、短期間で市場金利を反映し、また、親会社の信用状態は借入後大

きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっておりま

す。 

・金融派生商品 

① 株価指数先物、債券先物等の取引所取引の時価については、３月末日の終値または清算価格等によって

おります。 

② 外国為替予約等の店頭取引の時価については、３月末日のＴＴＭ、ＷＭロイターレート、割引レート等を基

準とした理論価格または取引相手先から入手した３月末日の時価によっております。 
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③ 金利スワップ取引の時価については、将来キャッシュ・フローの差額を現在価値に割り引いた理論価格また

は取引相手先から入手した３月末日の時価等によっております。 

なお、金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている貸付金と一体として処理されている

ため、その時価は、当該貸付金の時価に含めて記載しております。 

（注２）保有目的ごとの有価証券に関する注記事項 

① 売買目的有価証券において、当連結会計年度の損益に含まれた評価差額は７４，８７０百万円であります。

② 満期保有目的の債券において、種類ごとの連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額について

は、次のとおりであります。なお、当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券はありません。 

(単位:百万円) 

 種類 連結貸借対照表

計上額 

時価 差額 

時価が連結貸借対照

表計上額を超えるも

の 

①国債･地方債等  5,090,291 5,585,184 494,893 

②社債 627,597 676,462 48,864 

③その他  328,749 347,608 18,859 

合計 6,046,638 6,609,255 562,617 

時価が連結貸借対照

表計上額を超えない

もの 

①国債･地方債等  3,026 3,005 △21 

②社債 2,001 1,988 △13 

③その他  20,846 20,628 △217 

合計 25,874 25,622 △252 

 (*)本表には、金融商品取引法上の有価証券として取り扱うことが適当と認められるものを含めております。 

③ 責任準備金対応債券の目標デュレーション達成のための当連結会計年度中の売却額は３７，５９１百万円

であり、売却益の合計額は１，２３５百万円、売却損はありません。また、責任準備金対応債券において、種

類ごとの連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであります。 

(単位:百万円) 

 種類 連結貸借対照表

計上額 

時価 差額 

時価が連結貸借対照

表計上額を超えるも

の 

①国債･地方債等  2,404,308 2,552,661 148,353 

②社債 11,196 12,241 1,045 

③その他  -  -  -  

合計 2,415,504 2,564,903 149,399 

時価が連結貸借対照

表計上額を超えない

もの 

①国債･地方債等  -  -  -  

②社債 -  -  -  

③その他  -  -  -  

合計 -  -  -  

④ その他有価証券の当連結会計年度中の売却額は２，７０９，９７５百万円であり、売却益の合計額は

１５０，２３２百万円、売却損の合計額は１６，２０４百万円であります。また、その他有価証券において、種類ご

との取得原価または償却原価、連結貸借対照表計上額およびこれらの差額については、次のとおりでありま

す。 
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(単位:百万円) 

 種類 取得原価 

または 

償却原価 

連結貸借対照表

計上額 

差額 

連結貸借対照表計上

額が取得原価または

償却原価を超えるも

の 

(1)株式 1,453,634 2,617,297 1,163,663 

(2)債券 7,486,814 8,241,416 754,601 

①国債･地方債等 6,590,704 7,288,113 697,408 

  ②社債  896,110 953,303 57,193 

(3)その他 3,064,422 3,574,721 510,298 

合計 12,004,871 14,433,435 2,428,564 

連結貸借対照表計上

額が取得原価または

償却原価を超えない

もの 

(1)株式  207,786 177,505 △30,280 

(2)債券 233,977 231,158 △2,818 

①国債･地方債等 199,442 199,432 △10 

  ②社債 34,535 31,726 △2,808 

(3)その他 958,539 931,656 △26,883 

合計 1,400,303 1,340,320 △59,982 

(*)本表には、金融商品取引法上の有価証券として取り扱うことが適当と認められるものを含めております。 

⑤ 上記の表中にある「取得原価または償却原価」は減損処理後の帳簿価額であります。当連結会計年度に

おいて、その他有価証券で時価のある株式等について２７，８９７百万円減損処理を行っております。 

 

（注３）金銭債権および満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 

(単位:百万円)

 1 年以内 1 年超 3 年超 5 年超 7 年超 10 年超 

3 年以内 5 年以内 7 年以内 10 年以内 

預貯金 252,723 -  -  -  -  -  

買入金銭債権 -  2,003 -  -  -  238,510

貸付金(*) 489,471 1,012,449 908,754 644,744 693,256 1,142,905

有価証券 

満期保有目的

の債券 
387,204 906,939 203,848 328,166 551,411 3,485,456

責任準備金対

応債券 
-  -  -  -  109,625 2,305,879

その他有価証

券のうち満期

があるもの 

261,176 390,405 692,282 1,088,919 2,144,228 8,184,171

合計 1,390,575 2,311,798 1,804,885 2,061,830 3,498,521 15,356,923

(*)貸付金のうち、破産更生債権等、償還予定額が見込めない３０７百万円は含めておりません。 

(*)貸付金のうち、保険約款貸付については、償還期限がないので含めておりません。 

 

（注４）債券貸借取引受入担保金および借入金の決算日後の返済予定額 

(単位:百万円)

 1 年以内 1 年超 3 年超 5 年超 7 年超 10 年超 

3 年以内 5 年以内 7 年以内 10 年以内 

債券貸借取引受

入担保金 
946,281 -  -  -  -  -  

借入金 206 -  -  -  100,000 -  

合計 946,487 -  -  -  100,000 -  
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２０．親会社および一部の子会社では、東京都その他の地域において賃貸用のオフィスビル等を有しており、当連結

会計年度末における当該賃貸等不動産の連結貸借対照表価額は６０５，５５６百万円、時価は６２６，０８６百万円

であります。なお、時価の算定にあたっては、主として不動産鑑定士による鑑定評価（指標等を用いて調整を行っ

たものを含む）によっております。 

２１．貸付金のうち、破綻先債権、延滞債権、３ヵ月以上延滞債権および貸付条件緩和債権の額は、２１，９５８百万

円であります。なお、それぞれの内訳は以下のとおりであります。 

貸付金のうち、破綻先債権額は１百万円、延滞債権額は３，０４３百万円であります。 

上記取立不能見込額の直接減額は、破綻先債権額１２３百万円、延滞債権額１６百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本または利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本ま

たは利息の取立てまたは弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸付金（貸倒償却を行った部

分を除く。以下「未収利息不計上貸付金」という）のうち、法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項

第３号のイからホまでに掲げる事由または同項第４号に規定する事由が生じている貸付金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸付金であって、破綻先債権および債務者の経営再建または支援を図

ることを目的として利息の支払を猶予した貸付金以外の貸付金であります。 

貸付金のうち、３ヵ月以上延滞債権額はありません。 

なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本または利息の支払が、約定支払日の翌日を起算日として３ヵ月以上延滞

している貸付金で破綻先債権および延滞債権に該当しないものであります。 

貸付金のうち、貸付条件緩和債権額は１８，９１４百万円であります。 

なお、貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建または支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支

払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他債務者に有利となる取決めを行ったもので、破綻先債権、延滞債権

および３ヵ月以上延滞債権に該当しない貸付金であります。 

２２．有形固定資産の減価償却累計額は、４０５，０１２百万円であります。 

２３．保険業法第１１８条第１項の規定による特別勘定の資産の額は、７７１，０３０百万円であります。 

  なお、同勘定の負債の額も同額であります。 

２４．社員配当準備金の異動状況は次のとおりであります。 

当連結会計年度期首現在高 

前連結会計年度連結剰余金よりの繰入額 

当連結会計年度社員配当金支払額 

利息による増加等 

当連結会計年度末現在高 

   ２９６，２５３百万円

１３３，４６６百万円

１４９，７７３百万円

５７８百万円

２８０，５２４百万円
 

２５．保険業法第６０条の規定により基金を１００，０００百万円新たに募集いたしました。 

２６．担保に供されている資産の額は、有価証券４，３１９百万円であります。 

２７．消費貸借契約により貸し付けている有価証券（現金担保付債券貸借取引による有価証券を含む）の連結貸借

対照表価額は、１，６７８，７４１百万円であります。 

２８．貸付金に係るコミットメントライン契約等の融資未実行残高は、２８，１４１百万円であります。 

２９.その他負債には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金

１００，０００百万円を含んでおります。 

３０．保険業法第２５９条の規定に基づく生命保険契約者保護機構に対する当連結会計年度末における今後の負

担見積額は５１，４１７百万円であります。 

   なお、当該負担金は拠出した連結会計年度の事業費として処理しております。 
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平成２４年度（平成２５年３月３１日現在） 

３１．退職給付債務に関する事項は次のとおりであります。 

（１）退職給付債務およびその内訳 

イ．退職給付債務 

ロ．年金資産 

   うち退職給付信託 

△３７１，９５７百万円

 ３４７，２５３百万円

 １７４，５５９百万円

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） 

ニ．未認識数理計算上の差異 

ホ．未認識過去勤務債務 

△２４，７０３百万円

１１６，２４５百万円

△４，４３４百万円

ヘ. 連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ） 

ト．前払年金費用 

８７，１０６百万円

  ８７，８６４百万円

チ．退職給付引当金（ヘ－ト）  △７５７百万円

（２）退職給付債務等の計算基礎 

イ．退職給付見込額の期間配分方法 

ロ．割引率 

ハ．期待運用収益率 

確定給付企業年金 

平成２４年４月１日から平成２４年６月３０日

平成２４年７月１日から平成２５年３月３１日

退職給付信託 

ニ．数理計算上の差異の処理年数 

ホ．過去勤務債務の額の処理年数 

期間定額基準

０．９％

３．０％

２．０％

０．０％

１０年

１０年
 

３２．非連結の子会社等の株式等は、６４，４７９百万円であります。 

３３．繰延税金資産の総額は、５６３，２３１百万円、繰延税金負債の総額は、７３１，１９４百万円であ

ります。繰延税金資産のうち評価性引当額として控除した額は、７，０９８百万円であります。 

繰延税金資産の発生の主な原因別内訳は、保険契約準備金３５６，５０１百万円および価格変動準

備金１１１，７４３百万円であります。 

繰延税金負債の発生の主なものは、その他有価証券の評価差額６９４，７１８百万円であります。

当連結会計年度における法定実効税率は３３．２８％であり、法定実効税率と税効果会計適用後の

法人税等の負担率との間の差異の主な内訳は、社員配当準備金に係る△１７．４５％であります。 
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注記事項 

（連結損益計算書関係） 

平成２４年度 

（平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日まで） 

１． 退職給付費用の総額は、１６，６２１百万円であります。なお、その内訳は以下のとおりです。 

イ. 勤務費用 

ロ. 利息費用 

ハ. 期待運用収益 

ニ. 数理計算上の差異の費用処理額 

ホ. 過去勤務債務の費用処理額 

ヘ. その他 

１１，００９百万円

６，９７４百万円

△３，７９５百万円

５，２９７百万円

△２，８６８百万円

３百万円
 

２． 親会社の当連結会計期間における減損損失に関する事項は、次のとおりであります。 

（１）資産のグルーピング方法 

保険事業等の用に供している不動産等については、保険事業等全体で１つの資産グループとしております。

また、保険事業等の用に供していない賃貸不動産等および遊休不動産等については、それぞれの物件ごとに

１つの資産グループとしております。 

（２）減損損失の認識に至った経緯 

不動産市況の悪化等により、一部の資産グループに著しい収益性の低下または時価の下落が見られたこと

から、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。 

（３）減損損失を認識した資産グループと減損損失計上額の固定資産の種類ごとの内訳  

用 途 件 数 減 損 損 失 （百万円） 

  土 地 建 物 計 

賃貸不動産等 ５件 ５９２ ５５１ １，１４４ 

遊休不動産等 ３０件    １，０１２ １，２８３ ２，２９５ 

合 計 ３５件 １，６０５ １，８３５ ３，４４０ 

（４）回収可能価額の算定方法 

回収可能価額は、賃貸不動産等については物件により使用価値または正味売却価額を、遊休不動産等に

ついては正味売却価額を適用しております。なお、使用価値については見積乖離リスクを反映させた将来キャ

ッシュ・フローを２．２５％で割り引いて算定しております。また、正味売却価額については不動産鑑定評価基準

に基づく鑑定評価額等から処分費用見込額を差し引いた価額、または公示価格等を基準にした評価額等をも

とに算定しております。 
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注記事項 

（連結包括利益計算書関係） 

平成２４年度 

（平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日まで） 

１．その他の包括利益の内訳 

 

その他有価証券評価差額金 
当期発生額  １，２８０，１８５百万円 

組替調整額  △１０６，０８２百万円 

税効果調整前 １，１７４，１０２百万円 

税効果額 △３６１，８８４百万円 

その他有価証券評価差額金 ８１２，２１７百万円 

繰延ヘッジ損益 

当期発生額 ９，５８８百万円 

組替調整額 △２，１４１百万円 

税効果調整前 ７，４４６百万円 

税効果額 △２，１０６百万円 

繰延ヘッジ損益 ５，３４０百万円 

土地再評価差額金 

当期発生額 － 

組替調整額 － 

税効果調整前 － 

税効果額 ２５百万円 

土地再評価差額金 ２５百万円 

為替換算調整勘定 

当期発生額 ３，２５９百万円 

組替調整額 － 

税効果調整前 ３，２５９百万円 

税効果額 － 

為替換算調整勘定 ３，２５９百万円 
持分法適用会社に対する持分相当額 

当期発生額 ９，４００百万円 
組替調整額 － 
持分法適用会社に対する持分相当額 ９，４００百万円 

その他の包括利益合計 ８３０，２４３百万円 
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注記事項 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

平成２４年度 

（平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日まで） 

１． 連結キャッシュ・フロー計算書における現金及び現金同等物は、手許現金、随時引き出し可能な預金および容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヵ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなります。 

２． 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表上に記載されている科目の金額との関係は次のとおりであり

ます。 

現金及び預貯金 ２３２，１２１百万円

コールローン ３６９，０００百万円

有価証券 ２６１百万円

現金及び現金同等物 ６０１，３８２百万円
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（７）リスク管理債権の状況 

 

 （単位：百万円、％） 

区    分 平成２３年度末 平成２４年度末 

破 綻 先 債 権 額   ８４ １

延 滞 債 権 額  ３,７５７ ３,０４３

３ ヵ 月 以 上 延 滞 債 権 額  － －

貸 付 条 件 緩 和 債 権 額  ２０,３００ １８,９１４

合     計  ２４,１４１ ２１,９５８

（貸付残高に対する比率） （０．４８） （０．４２）

 （注）１．破綻先および実質破綻先に対する担保・保証付債権等について、債権額から担保の

評価額および保証等による回収が可能と認められる金額を控除した残額を取立不能

見込額として債権額から直接減額しています。その金額は、平成２３年度末が破綻先

債権額９１百万円、延滞債権額２０百万円、平成２４年度末が破綻先債権額    

１２３百万円、延滞債権額１６百万円です。 
２．破綻先債権とは、元本または利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の

事由により元本または利息の取立てまたは弁済の見込みがないものとして未収利息

を計上しなかった貸付金（未収利息不計上貸付金）のうち、会社更生法、民事再生法、

破産法、会社法等による手続き申立てにより法的倒産となった債務者、または手形交

換所の取引停止処分を受けた債務者、あるいは、海外の法律により上記に準ずる法律

上の手続き申立てがあった債務者に対する貸付金です。 
３．延滞債権とは、未収利息不計上貸付金であって、上記破綻先債権および債務者の経営

再建または支援を図ることを目的として利息の支払を猶予したもの以外の貸付金で

す。 
４．３ヵ月以上延滞債権とは、元本または利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上

遅延しているもので、破綻先債権、延滞債権に該当しない貸付金です。 
５．貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建または支援を図ることを目的として、金利

の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取

決めを行なったもので、破綻先債権、延滞債権および３ヵ月以上延滞債権に該当しな

い貸付金です。 

－ 本資料 64 － 明治安田生命保険相互会社



 

（８）保険会社およびその子会社等である保険会社の保険金等の支払能力の充実の状況 

（連結ソルベンシー・マージン比率） 

（単位：百万円） 

項   目 平成２３年度末 平成２４年度末

ソルベンシー・マージン総額 （Ａ） 3,658,595 4,985,493

 資本金又は基金等 645,433 813,985

 価格変動準備金 251,328 364,297

 危険準備金 491,151 525,595

 異常危険準備金 7,229 7,682

 一般貸倒引当金 6,374 5,904

 その他有価証券の評価差額×９０％（マイナスの場合１００％） 1,074,407 2,131,118

 土地の含み損益×８５％（マイナスの場合１００％） 227,166 224,493

 全期チルメル式責任準備金相当額超過額 819,420 821,485

 負債性資本調達手段等 100,000 100,000

 
全期チルメル式責任準備金相当額超過額及び負債性資本調達手段等の

うち、マージンに算入されない額 
― ―

 控除項目 △14,756 △70,774

 その他 50,839 61,706

リスクの合計額 

64
2

732
2

98
2

5
2

1 )()( RRRRRRRRR   （Ｂ） 
940,659 1,035,815

 保険リスク相当額          Ｒ1 125,047 123,329

 一般保険リスク相当額        Ｒ5 1,621 1,650

 巨大災害リスク相当額        Ｒ6 469 442

 第三分野保険の保険リスク相当額   Ｒ8 50,175 51,409

 少額短期保険業者の保険リスク相当額 Ｒ9 ― ―

 予定利率リスク相当額        Ｒ2 166,120 161,756

 最低保証リスク相当額        Ｒ7 6,785 7,240

 資産運用リスク相当額        Ｒ3 728,834 827,702

 経営管理リスク相当額        Ｒ4 21,581 23,470

ソルベンシー・マージン比率 
        （Ａ） 
     （１／２）×（Ｂ） 

777.8％ 962.6％

 

（注）１．上記は、保険業法施行規則第８６条の２および第８８条ならびに平成２３年金融庁告示第２３号の

規定に基づいて算出しています。 

２．「最低保証リスク相当額」は、平成２３年金融庁告示第２３号第４条第５項に規定する標準的方式

に基づいて算出しています。 
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（９）子会社等である保険会社の保険金等の支払能力の充実の状況（ソルベンシー・マージン比率） 
 

明治安田損害保険株式会社                         （単位：百万円） 

項   目 平成２３年度末 平成２４年度末 

ソルベンシー・マージン総額（Ａ） ６４,８８５ ６６,５３４

  資本金又は基金等 ５６,０７２ ５６,６４４

  価格変動準備金 ７５ ８６

  危険準備金 ３４ ５３

  異常危険準備金 ７,２２９ ７,６８２

  一般貸倒引当金 ０ ０

  その他有価証券の評価差額(税効果控除前) ６８８ １,１００

  土地含み損益 ５３２ ５１５

  払戻積立金超過額 － －

  負債性資本調達手段等 － －

 
払戻積立金超過額及び負債性資本調達手段等のうち、

マージンに算入されない額 
－ －

  控除項目 － －

  その他 ２５２ ４５１

リスクの合計額     654321 22 RRRRRR ＋＋＋＋＋ （Ｂ） ２,７１２ ２,６２４

  一般保険リスク（R1） １,６２１ １,６５０

  第三分野保険の保険リスク（R2） － －

  予定利率リスク（R3） １４ １１

  資産運用リスク（R4） １,４３０ １,３０９

  経営管理リスク（R5） ７０ ６８

  巨大災害リスク（R6） ４６９ ４４２

ソルベンシー・マージン比率 １００
（Ｂ）（１／２）

（Ａ）



 ４,７８３．３％ ５,０７０．５％

 
    （注）上記は、保険業法施行規則第８６条および第８７条ならびに平成８年大蔵省告示第５０号の規定に

基づいて算出しています。 

 

（１０）セグメント情報 

 

当社および連結子会社は、生命保険事業以外に損害保険事業等を営んでいますが、当該事業の全セ

グメントに占める割合が僅少であるため、セグメント情報の記載を省略しています。 

 
 

－ 本資料 66 － 明治安田生命保険相互会社




